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新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変したひとり親世帯への支援について

〇 新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担う低所得のひとり親世帯については、子育てに対す
る負担の増加や収入の減少などにより特に大きな困難が心身等に生じていることを踏まえ、こうした世帯を支援を行う必
要がある。

〇 そのため、児童扶養手当受給世帯だけでなく、感染症の影響により家計が急変し、直近の収入が児童扶養手当の対象と
なる水準に下がった者に対しても支援を行う。

〇 上記の趣旨を踏まえ、できるだけ迅速に給付を行うため、簡易な申請を可能とする基準を設定。

児童扶養手当

不支給不支給

収入推移

（単位：万円）

ひとり親臨時特別給付金

支給
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① 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変したこと

② 令和２年２月以降の任意の１か月を12か月換算した額が児童扶養手当の対象となる水準未満であること

ひとり親世帯臨時特別給付金（家計急変者分）の支給対象基準と判定の取扱いについて

支援の具体的な基準

ひとり親臨時特別給付金（家計急変者分）

扶養親族等の人数 支給対象者本人 孤児等の養育者／配偶者／扶養義務者

０人 3,114,000円 3,725,000円

１人 3,650,000円 4,200,000円

２人 4,125,000円 4,675,000円

３人 4,600,000円 5,150,000円

４人 5,075,000円 5,625,000円

５人 5,550,000円 6,100,000円

前年所得
（前々年）

①

②

③

任意の１か月
を年間換算

認定請求時点 申請時点

前
年
末
日

申
請
時
点
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判定の取扱い

・前年（前々年）の所得により経済状態を推定

・所得の種類は政令で定める範囲

児童扶養手当制度

所得

・任意の１か月の収入により経済状態を推定

・収入の種類は給与、事業、不動産、年金及び養育費
※公的年金等給付（遺族年金など）を含む

・認定請求時点における状況で判定

受給資格者

配偶者

扶養義務者

・申請時点における状況で判定

・前年12月31日時点における状況で判定
扶養親族等

の人数
・申請時点における状況で判定

①

②

③

判定の取扱いのイメージ

※ 判定の際は、特例的に所得でも判定できることとする。

（所得制限限度額に相当する収入額）



簡易な収入見込額の申立書の取扱いについて

新型コロナウイルス感染症の影響による収入の減少は自己申告
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収入額は任意の１か月の金額を各収入ごとに記載して合計

１か月の収入額を12倍した年間収入見込額と収入基準額との比較

添付書類は収入額が確認できる書類のみ

POINT1

POINT2

POINT3

POINT4

円

円

円

円

円

円

円

※児童扶養手当相当額早見表（月額）　

円

→③が365万円未満の場合は、【要件２】を満たしますので、④を記載する必要はありません。

簡易な収入見込額の申立書（申請者本人用）
【家計急変者】

〇下記にある【要件１】及び【要件２】の両方を満たす場合に支給の対象となります。
　※申請者の生活を経済的に支えている扶養義務者などがいる場合は、その方の年間収入見込額も勘案して支給を決定します。

〇「ひとり親世帯臨時特別給付金申請書（請求書）【基本給付】」と一緒にご提出ください。

 ①下記にチェック（☑）してください。

　　□ 新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が減少しました。

収入合計額
【A + B + C + D】

年間収入見込額

※上記以外の収入については記載不要です。

児童扶養手当相当額
【b】

年金収入
【a】

→【要件１】①にチェックが入っていること。

事業収入又は不動産収入【C】

令和 　 年 　 月

給与収入【B】

※青枠の収入額の合計額をご記入ください。

 ③の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

申請日時点での児童数 支給額（月額）

児童０人

児童４人 21,400円

※５人以上いる場合は、１人増えるごとに3,060円（月

　額）を加算してください。

（次ページに続きます）

0円

※申請者または申請者の生活を経済的に支えている以下の方が新型コロナウイルス感染拡大の影響で、収入が減少した場合にチェックしてください。

　・　申請者の配偶者

　・　申請者の父母、祖父母、子、孫などの直系血族または兄弟姉妹

　（※）申請者本人が児童の父または母の場合は、これらの方が申請者と同居していることが原則となります。

※上記の申請者の生活を経済的に支えている方がいる場合には、「簡易な収入見込額の申立書（扶養義務者等用）」も併せてご提出ください。

 ②申請者の令和２年２月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。

注意事項

※養育費の支給を受けている場合にご記入ください。

※給与収入がある場合にご記入ください。
※給与明細書などの収入額が分かる書類をご提出くださ

　い。

※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。
※帳簿などの収入額が分かる書類をご提出ください。

※年金収入【a】-児童扶養手当相当額【b】で計算した額
　をご記入ください。

※公的年金収入がある場合にご記入ください。

※遺族年金・障害年金などの非課税の年金等も含まれま
　す。
※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

　などの支給額がわかる書類をご提出ください。

※遺族年金・障害年金などの非課税の年金等を有する場

　合、児童扶養手当相当額早見表を確認いただき、該当す
　る金額をご記入ください。

年金相当収入【D】
（a-b）

養育費【A】

収
入
内
訳

児童１人 10,180円

児童２人 15,280円

児童３人 18,340円

×１２

様式第４号（第７条関係）


